　　　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項
（趣旨）
第１条　市長は、危険ブロック塀等の倒壊による被害を未然に防止するため、危険ブロック塀等を撤去する者に対し、予算の範囲内において令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、当該補助金の交付については、結城市補助金等交付規則（平成１２年結城市規則第４２号）に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。

（定義）
第２条　この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）危険ブロック塀等　倒壊の危険性があり、かつ、倒壊によって通学路又は結城市地域防災計画に定める緊急輸送道路（以下「通学路等」という。）を通行する者に危険を及ぼすおそれがあると市長が認める組積造又は補強コンクリートブロック造の塀であって、市内に存するものをいう。

（２）対象危険部分　危険ブロック塀等のうち、道路面からの高さが８０センチメートルを超えている部分をいう。

（３）通学路　結城市立小中学校長が指定する通学路及び市長がこれに準ずると認める道路をいう。

　（補助対象事業）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、危険ブロック塀等の全部又は一部（対象危険部分の全部の撤去を含むものに限る。）を撤去するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、危険ブロック塀等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の対象としないものとする。

（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第９条第１項又は第７項の規定による命令を受けているとき。

（２）不動産業者等が営利を目的として所有する土地に存するとき。

（３）既にこの要項による補助金の交付の対象となった危険ブロック塀等と同一の敷地に存するとき。

（４）当該危険ブロック塀等の撤去費用について、他の助成金等の対象経費となっているとき。

（５）その他市長が特に補助金の交付対象として不適当と認めるとき。

　（補助対象者）

第４条　補助金の交付の対象となる者は、危険ブロック塀等の所有者又は共有者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）市税等（市県民税（森林環境税を含む。）、固定資産税（都市計画税を含む。）、
　　軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料をいう。）の滞
　　納がないこと。
（２）結城市暴力団排除条例（平成２４年結城市条例第３号。以下「暴力団排除条例」と
　　いう。）第２条第１号から第３号までのいずれにも該当しないこと。

　（施工事業者の要件）

第５条　補助対象事業は、次に掲げる要件を満たす者が施工しなければならない。

（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建設業者又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２条第１２項に規定する解体工事業者であること。

（２）施工事業者並びにその代表者及び従業員が、暴力団排除条例第２条第１号から第３号までのいずれにも該当しないこと。

　（補助対象経費）

第６条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する経費のうち、危険ブロック塀等の全部又は一部の撤去に直接要する経費とする。

（補助金の額）

第７条　補助金の額は、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た額又は当該撤去する危険ブロック塀等の延長に１メートル当たり１万円（当該撤去部分の高さが１メートル以下の場合は７，０００円）を乗じて得た額のいずれか低い額（１，０００円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額）とする。ただし、１０万円を限度とする。

（交付の申請）

第８条　補助金の交付を受けようとする者は、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付申請書（様式第１号）に市税等納付状況確認に関する同意書（様式第２号）その他関係書類を添えて、市長が定める期日までに市長に申請しなければならない。

２　補助対象事業に係る危険ブロック塀等が共有物であるときは、前項の規定による申請をする者は、当該申請に関して他の共有者の同意を得なければならない。

３　交付の申請をする者は、次条の規定による交付の決定を受ける前に工事に着手してはならない。

（交付の決定）

第９条　市長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、申請書及び関係書類の確認、必要に応じて行う現地調査等により、その内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により当該申請をした者に通知するものとする。

２　市長は、補助金の交付を決定するときは、必要な条件を付することができる。

　（補助対象事業の内容変更等）

第１０条　前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業内容変更等承認申請書（様式第４号）により市長に申請し、その承認を受けなければならない。
（１）補助金の額の増減が伴う補助対象事業の内容変更をするとき。

（２）補助対象事業を廃止するとき。

２　市長は、前項の規定による補助対象事業の内容変更等を承認したときは、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業内容変更等承認通知書（様式第５号）により交付決定者に通知するものとする。
　（実績報告）

第１１条　交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに令和７年度結城市危
険ブロック塀等安全対策事業補助金実績報告書（様式第６号）に関係書類を添えて、市長が定める期日までに市長に報告しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１２条　市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、報告書及び関係書類の確認、必要に応じて行う現地調査等により、当該報告に係る内容が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査し、適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金額確定通知書（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。

（交付決定の取消し等）

第１３条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）この要項の規定又は第９条第２項の規定により付した条件に違反したとき。

（３）その他市長が交付決定を取り消し、又は交付した補助金の一部若しくは全部を返還させることが適当と判断したとき。

２　交付決定者は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合において、当該取消しに係る部分について既に補助金の交付を受けているときは、市長の指定する期日までに当該補助金を返還しなければならない。

　（補則）

第１４条　この要項に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
様式第１号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　結城市長　　　　　　　　　　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　
令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付申請書
　　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金の交付を受けたいので、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第８条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。
１　補助対象事業の概要等
	危険ブロック塀等の所在地
	

	危険ブロック塀等の概要
	構造
	組積造・補強コンクリートブロック造

	
	面する道路
	通学路・緊急輸送道路

	
	道路面からの高さ
	ｍ

	
	撤去予定部分の高さ
	ｍ

	
	撤去予定部分の延長
	ｍ

	施工予定事業者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	
	建設業の許可番号又は解体工事業の登録番号
	

	補助対象事業の予定期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	撤去工事に係る総額
	円

	補助対象経費
	円


２　交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円
３　補助金の振込先金融機関（口座振替）

	金融機関名
	
	支　店　名
	　　支店

	預金種目
	普　　通　　・　　当　　座

	口座番号
	

	（フリガナ）
	

	口座名義
	


　　※口座名義人は、申請者と同一であること。
４　添付書類　　　
（１）付近見取り図
（２）配置図等（危険ブロック塀等の位置、延長、道路面からの高さ等を示したもの）
（３）危険ブロック塀等の現況写真（カラーで全景及び危険箇所が確認できるもの）
（４）撤去に要する費用の見積書（内訳の明細及び施工事業者の押印のあるもの）の写し
（５）危険ブロック塀等が存する土地の登記事項証明書
（６）危険ブロック塀等が共有物である場合にあっては、当該申請に関する他の共有者の
同意書
（７）市税等納付状況確認に関する同意書（様式第２号）
（８）その他市長が必要と認める書類
様式第２号（第８条関係）
年　　　月　　　日

結城市長　　　　　　　　　　様

申請者　住　所　    　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市税等納付状況確認に関する同意書

　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金を申請するに当たり、私及び同居親族の下記の納付状況を確認することに同意します。

記
	・市県民税（森林環境税）

	・固定資産税（都市計画税）

	・軽自動車税

	・国民健康保険税

	・介護保険料

	・後期高齢者医療保険料


上記市税等の確認について同意するとともに、内容確認等についても申請者に委任します。
※同居親族の署名欄

	
	

	
	

	
	


	上記の申請者については、
	市税等の滞納が
	ない
ある
	ことを確認しました。


	　　　　　　年　　　月　　　日

	課　　　名
	収　納　課

	職　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　


様式第３号（第９条関係）
第　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城市長　　　　　　　　　
　　　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金について、下記のとおり交付することに決定したので、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第９条の規定により、通知します。
記
１　補助対象経費




円
２　交付決定額




円
３　補助条件
（１）補助対象事業の実施に当たり、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項を遵守すること。

（２）事業を行うために、建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。

（３）補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助対象事業の完了の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。
	
	
	
	
	
	


Ｎｏ
様式第４号（第１０条関係）
　　年　　月　　日
　　結城市長　　　　　　　　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　
　　　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業内容変更等承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金について、下記のとおり事業内容を変更（廃止）したいので、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第１０条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　変更（廃止）内容
２　変更（廃止）理由
３添付書類

様式第５号（第１０条関係）
第　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　様
結城市長　　　　　　　　
　　　令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業内容変更等承認通知書
　　　　　年　　月　　日付けで内容変更等承認申請のあった令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金について、申請書のとおり変更（廃止）を承認したので、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第１０条第２項の規定により、下記のとおり通知します。
記
１　変更（廃止）前交付決定額


円
２　変更（廃止）後交付決定額


円
	
	
	
	
	
	


Ｎｏ
様式第６号（第１１条関係）
年　　月　　日
　　結城市長　　　　　　　　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　
令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった補助対象事業について、下記のとおり完了したので、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第１１条の規定により関係書類を添えて次のとおり報告します。
　
１　補助対象経費　　　金　　　　　　　　　円
２　補助額　　　金　　　　　　　　　円
３　添付書類
（１）補助対象事業に係る契約書又はこれに類するものの写し
（２）補助対象事業に係る領収書等の写し
（３）補助対象事業に係る施工前、施工中、施工後の写真
（カラーで全景が確認できるもの）
（４）その他市長が必要と認める書類
様式第７号（第１２条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
結城市長　　　　　　　　　　
令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金額確定通知書
　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金については、令和７年度結城市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要項第１２条の規定により、次のとおり補助金の額を決定したので通知します。
補助金の確定額　　　金　　　　　　　　　　　円
	
	
	
	
	
	


Ｎｏ
